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令和 8年 9月 1日
申請者 各位

株式会社名古屋建築確認・検査システム

確認検査手数料その他の改定理由

建築基準法及び建築物省エネ法に係る令和 4 年改正の令和 7 年 4 月 1 日完全施行にあた
り、確認検査手数料等の各種の手数料(又は料金)は、令和 7 年 4 月 1 日時点では「暫定的な手
数料改定（手数料の一部値上げのみ）」により運営して参りました。

しかしながら、確認申請及び関係法令の申請を受諾、審査、書類の交付におきまして、想定以

上の審査時間等を要しており、これ以上の手数料据え置きは経費的に無理となりましたので、下

記のとおり改訂を行います。

記

下記に示す業務ごとに、手数料又は料金にかかる改定理由、施行年月日及び重要事項を掲

げましたので、ご留意ください。

1 確認検査手数料

(1) 改定理由
令和 7年 4月 1日の暫定改定から 1年以上経過しましたので、適切な手数料に改定するもの
です。

① 基本手数料の変更

ア 住宅等の区分内容の変更

住宅等の区分から「児童福祉施設等」を除くこととします。

児童福祉施設等は内容が広範にわたり、住宅と同等の審査の範囲を超えたため、住宅と

同等の扱いを行わないこととします。

イ 500㎡以下の区分手数料の見直し
500 ㎡以内の建築物については、住宅等及び住宅等以外の区分に関係なく一律の手数
料といたします。

建築基準法 6 条区分変更により、住宅等においても審査項目が増えたため、住宅等の料
金の変更を住宅等以外に合わせる措置をとったものです。

ウ 附属建築物の取り扱いの変更

附属建築物については、その床面積が 30 ㎡を超えるものは棟ごとに手数料を適用しま
す。ただし、 30 ㎡以内の確認の特例を受ける建築物は、その床面積を主たる建築物に加
算した床面積で主たる建築物の手数料を適用します。

※詳細は、附属建築物特例の運用基準を参照してください。

エ 受諾後の割増手数料に係る規定の追加

令和 7年 4月 1日以降、旧 4号建築物のうち、木造 2階建ての住宅も新 2号建築物とな
りましたが、基本（意匠）審査及び構造審査において、弊機関が想定している時間を超え
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る又は再審査を要するものが多く出現したため、割増手数料（上限は受諾時の手数料の

五割相当額以下。）を請求する場合があります。

② 割引の変更

基本手数料は、これまで「現金納入」及び「特別契約」の場合に割引を行って参りましたが、

確認検査業務規程（国が指示するサンプル規定）により「料金の納入は銀行振込が基本とさ

れた」ことから、弊機関の手数料規程においても変更を余儀なくされました。

このため、別の納入方法として「現金納入を定める」こととなりましたので、銀行振込よりも先

に現金化できる「現金納入に限り割引を行うこと」に変更いたしました。なお、割引を現金納

入に限る代わりに割引額を増額いたしました。

③ 構造計算審査手数料の変更

ア 審査料金の値上げを行います。

イ 受諾後の割増手数料に係る規定の追加

令和 7年 4月 1日以降、旧 4号建築物のうち、木造 2階建ての住宅も新 2号建築物とな
りましたが、構造審査において、仕様基準による簡易検査が強化されたこともあり、弊機関

が想定している時間を超える又は再審査を要するものが多く出現したため、割増手数料

（上限は受諾時の手数料の五割相当額以下。）を請求する場合があります。

④ 省エネ仕様基準による審査手数料の変更

建築物エネルギー消費性能適合性判定料金の改定に合わせて、省エネ仕様基準審査料の

改定を行います。

⑤ 確認申請付加手数料、仮受付手数料の改定

基本手数料との変更に合わせて一部見直しております。

⑥ 中間検査、完了検査における付加手数料及び同一団地の取り扱い割引の廃止

建築主事確認又は他機関確認の検査受諾にあたり審査結果内容を把握するために手数料

を徴収しておりますが、当該手数料を割り増しといたしました。

また、複数物件の検査を同一日に行う場合に「一団地内の割引」（移動時間を短縮できると

いう理由によるもの。）をして参りましたが、直前になって検査日が変更となる事例があり割引

額の追加徴収が困難となったことから、当該割引を廃止することといたしました。

⑦ 建築設備、工作物及び郵送申請手数料の改定

割引は現金納入に限る以外は、変更を行いません。

以上に係る詳細は、確認検査業務手数料規程及び振込及び郵送申請に関する細則の変更

によります。

(2) 施行年月日
令和 8年 10月 1日申請受諾分から

＜重要＞

確認検査業務は、確認申請、中間検査申請、完了検査申請及び仮使用認定申請が、独立

して申請できるため、いずれの申請においても、令和 8年 10月 1日以降の申請から新手数料
を適用いたします。なお、仮受付の場合は、仮受付の年月日によって適用となります。

確認申請が旧手数料であっても、中間検査申請が令和 8年 10月 1日以降になれば、新手
数料を適用します。



- 3 -

2 建築物エネルギー消費性能適合性判定料金

(1) 改定理由
令和 7年 4月 1日から住宅建築物に対応するため暫定改定を行いましたが、 1年以上経過し
ましたので、適切な料金（確認検査手数料との連動を含む。）に改定するものです。

＜重要＞

建築物エネルギー消費性能適合性判定業務は、料金の請求は適合判定通知書等の交付

時点としておりますが、料金の適用は計画書（変更計画書、軽微変更該当証明）の受諾日（事

前申請を含む。）が基本（見積書の交付による。）となります。従って、請求書の発行日が令和 8
年 10 月 1 日であっても、受諾日が令和 8 年 10 月 1 日以前であれば旧料金による請求となり
ます。

なお、当初の計画書（適合判定通知書交付日ではなく申請日による。）が令和 8 年 10 月 1
日以前に提出されたもので、適合判定通知書が交付されているものは、変更計画書又は軽微

変更該当証明の申請における料金（当初料金の 50 ％以内）は、旧料金を元に計算しますの
で、変更計画書等が令和 8 年 10 月 1 日以降の受諾日となっても旧料金に準ずる場合があり
ます。

(2) 施行年月日
令和 8年 10月 1日申請受諾分から

3 住宅性能評価及び長期使用構造等確認にかかる料金

(1) 改定理由
令和 7年 4月 1日の暫定改定から 1年以上経過しましたので、適切な料金（確認検査手数料
との連動を含む。）に改定するものです。

＜重要＞

住宅性能評価業務は、設計住宅性能評価申請及び建設住宅性能評価申請ともに、受諾時

点の料金を適用します。従って、設計住宅性能評価申請が令和 8 年 10 月 1 日以前であって
も、建設住宅性能評価申請が令和 8年 10月 1日以降となる場合は、建設住宅性能評価申請
は新料金を適用いたします。

なお、長期使用構造等確認申請を設計住宅性能評価申請と併願する場合及び単独の場合

のいずれであっても、当該申請が令和 8 年 10 月 1 日以降の受諾の場合に新料金を適用しま
す。設計住宅性能評価単独申請から長期使用構造等確認申請との併願申請に代える場合

は、取下げ再申請となりますので、再申請日が令和 8年 10月 1日以降となる場合は新料金が
適用となりますのでご注意願います。

注：設計住宅性能評価単独申請と設計住宅性能評価及び長期使用構造等確認の併願申

請は、設計住宅性能評価書が異なる交付番号となるため、申請後に申請内容を切り替え

ることはできませんので、申請内容を間違えないようご注意ください。

注 2 ：「設計住宅性能評価及び長期使用構造等確認の併願申請」の代わりに、「設計住宅
性能評価単独申請＋長期使用構造等確認単独申請」の扱いはできませんので、ご注意く

ださい。

(2) 施行年月日
令和 8年 10月 1日申請受諾分から
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4 低炭素建築物技術的審査料金

(1) 改定理由
料金改定を見送って参りましたが、建築物エネルギー消費性能適合性判定料金の反映を行

い、適切な料金に改定するものです。

＜重要＞

技術的審査の申請日が令和 8 年 10 月 1 日以降となる申請から新手数料を適用いたします。
(2) 施行年月日
令和 8年 10月 1日申請受諾分から

5 フラット 35適合証明手数料
(1) 改定理由
手数料の改定を据え置いて参りましたが、適合証明の内容に正しく対応するため、確認検査手

数料、建築物エネルギー消費性能適合性判定料金、住宅性能評価及び長期使用構造等確

認料金に連動する内容を加味して、適切かつ合理的な手数料に改定いたします。

(2) 施行年月日
令和 8年 10月 1日申請受諾分から

＜重要＞

適合証明の申請は、設計検査申請、中間現場検査申請、竣工現場検査申請及び竣工済特

例申請に分かれており、申請内容ごとに都度申請していただくことになります。このため、いず

れの申請においても、当該申請が令和 8 年 10 月 1 日以降となる受諾分から新手数料を適用
いたします。

設計検査申請が令和 8 年 10月 1日以前であっても、以降の検査申請が令和 8年 10月 1
日以降になれば、新手数料を適用します。ただし、旧手数料に申請内容に係る適合証明の選

択肢がないものに関しては、令和 8年 9月 30日までは協議とさせていただきます。


